チャランケ通信　第47号　2014年１月13日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
                                       前内閣官房参与　峰崎直樹
　グローバリズムとナショナリズム、どんな関係にあるのか
安倍総理の靖国参拝問題は、結果として世界の国々から日本の右傾化に対して警戒されるという「日本包囲網」が出来上がってしまったようだ。なぜこのような無謀なことをしでかしてしまうのか、しっかりとその背景と問題の所在について分析しておく必要がありそうだ。
最新号（1月9日）の「ダイヤモンド・オンライン」に、元さきがけの政治評論家田中秀征氏が、グローバル化とナショナリズムについて「元来、この２つは相反するものであって両立させることが困難であるはず」であり、何時かは必ず破局を招くことが必至である、と厳しく見ておられる。
また、かつて朝日新聞のオピニオン欄(2013年5月8日朝刊)で、内田樹神戸女学院大学名誉教授が書かれた「壊れゆく日本と言う国」のなかで、国民国家の解体過程に入った日本の状況について、グローバル化の下で多国籍企業(無国籍企業)が、政府に対して自分たちの要求をのまなければ、海外へ移ってしまうぞ、と言う脅しをかけ、国民生活そっちのけで無国籍企業の言いなりになろうとしている。つまり、日本国は国民よりも無国籍企業のために役立つことなら何でもするようになりつつあるのだ。その際、グローバル競争に勝ち抜くために、競争相手になりつつある中国や韓国を打ち負かすことが必要になり、ナショナリズムを活用しようとしているのだ、と喝破されていたのが印象的であった。
ダニ・ロドリック教授『グローバリゼーション・パラドックス』
まことに興味深いグローバリズムの問題提起
こうしたグローバル化を、どのように捉えたらよいのか、その点でダニ・ロドリック教授が書かれた『グローバリゼーション・パラドックス　世界経済の未来を決める三つの道』(柴山桂太・大川良文訳　白水社2014年刊)が参考になる。この書は、ロドリック教授の日本語に翻訳された初めての著作で、とりあえず冬休み期間中に通読することができた。なにせ、300ページを超す大著であり、１７世紀の重商主義の時代あたりから今日の金融資本が跋扈するハイパー・グローバリゼーション時代に至るまでの歴史的な流れも含まれており、十分に読みこなせられたかどうか自信はない。一番解りやすくまとまった要約をしておられるのが翻訳者の一人である柴山桂太滋賀大学準教授である。柴山准教授の要約からポイントを紹介しておこう。
「この本の核となるアイディアは、市場は統治なしには機能しない、というものだ。昨今の新自由主義的な風潮の中で、市場と政府は対立関係にあると考えられることも多いが、本書はそれが明確に間違いであると指摘している。市場がよりよく機能するには、金融、労働、社会保護などの分野で一連の制度が発達していなければならず、政府による再分配やマクロ経済管理が適切に行われていなければならない。」（324ページ）
グローバル市場を円滑に制御できる制度は未完成
グローバリゼーション・国家主権・民主主義のトリレンマ
かくして、市場と統治と言う視点に立つと、グローバル経済が抱える根本的な問題点が見えてくる。すなわち、グローバル市場では、その働きを円滑にするための制度がまだ発達していないのだ。全体を管理できるグローバルな世界政府も存在していない。貿易や金融は国境を越えて拡大していくが、統治の範囲は国家単位に留まっている点にこそグローバル経済の抱える最大のパラドックスがあると著者ロドリック教授は言う。
では、市場と統治の乖離を過去どのように埋めてきたのか、歴史的に検討している。金本位制の時代、ブレトンウッズ体制の時代、それらがうまく機能しなくなったのが今日なのであり、もう一度過去の制度にそのままでは戻れない。ではどんなやり方があるのか、ここで登場するのが「世界経済の政治的トリレンマ」命題である。ロドリック教授は、「グローバリゼーション」（その拡大したものが「ハイパー・グローバリゼーション」）、「国家主権」、「民主主義」の3つのうち2つしか取ることができないとするトリレンマに従い、今後の世界には次の三つの道があるとされる。
1 グローバリゼーションと国家主権を取って民主主義を犠牲にするか、
2 グローバリゼーションと民主主義を取って国家主権を捨て去るか、
3 あるいは国家主権と民主主義を取ってグローバリゼーションに制約を加えるか、
である。
新自由主義に共鳴し国内改革とグローバル化の推進を唱えるのは①であり、安倍政権の進めている道も、大略この路線と見ていいだろう。さらに、ＥＵ統合の実権に代表される２１世紀のグローバルガバナンスに期待を寄せるのは②であり、著者ロドリック教授が期待を寄せるのは③の道なのだ。自由貿易のもたらす便益を認めつつも、グローバリゼーションを「薄く」とどめることで、世界経済に安定を取り戻そうというものである。
即ち、安倍政権が進めようとしている①の道は、国民の民主主義意識の高まりに抗していけるのかどうか、先の田中秀征氏が指摘した問題もあり、持続可能性に欠けるのではないかと考えられる。また、先ほどの内田樹教授の提起した問題に関しては、多国籍（無国籍）企業の言いなりになるのではなく、国民の生活を維持していくことを基本としていくべきだ、と言うことなのだ。もっと言えば、ブレトンウッズ体制の時代にこそ世界経済は安定的に発展できたではないか、そこに戻るべきではないか、と言うことをロドリック教授は強調されている。
グローバリゼーションを「薄く」することはできるのか
果たして、この第三の道がうまく機能させられるのだろうか、と言う点にある。特に、覇権国家アメリカが存在していたが故にうまく機能していたブレトンウッズ体制に戻していくことが、アメリカ自体の衰退した今日実現できるのだろうか、まことに気になる点である。目下小生の最大の関心である、法人税の引き下げ競争一つとってみても、それぞれの国家主権の下で、どうしたら引き下げ競争を押しとどめることができるのか、まことに難しい課題ではある。でも、①や②の道は、もっと困難なものに見えてくる。とりわけ、今日のＥＵ経済の危機的状況を見るにつけ、そのことを痛感する。とくに、市場と統治の関係について、「市場は統治なしには機能しない」と言う命題を支持する者としては、このトリレンマについてどのように考えたらよいのか、引き続き思案をしていきたい。
その際、一つのカギは多国籍（無国籍）企業にありそうだと思っている。つまり、企業とはゴーイング・コンサーンであるべきものなのであり、短期的な利益だけを追求していくものではなく、100年、200年と永続していく存在になれるにはどうしたら良いのか、検討していくべきだと思う。日本には、100年以上にわたって存続している企業が世界で一番多いという事実に注目したい。それとグローバル化がどのように関係するのか、ポイントはそのあたりにあるのではなかろうか、じっくりと考えてみたい。
シリーズ消費税論議の顚末(その２）
　平成２１年度税制改正不足１０４条について（つづき）　
　前号から始めた消費増税の顛末であるが、今回も引き続き「附則104条」問題について述べてみたい。
　与謝野さんから頼まれたという「資料の査読」は記憶にない
　清水真人氏の著書の中の120ページに、福田内閣時代に立ち上げた「安心社会実現会議」のとりまとめに際して、与謝野氏が大連立をにらんでこんな一文を盛り込ませた、とある。
　　「党派を超えて、『安心給付と負担の在り方』というこの国を明日につなげていく基本原則について、討議と合意形成を進めるべきである。そのための円卓会議の設置などが検討されてよい」という超党派円卓会議の構想だという。
　そして、そのすぐ後に次の文章が書きこまれているのだが、どうにも自分の記憶には何も残っていない。曰く、
　　「与謝野はこの報告書の原案や会議の関連資料を、民主党では数少ない税財政通で参議院議員の峰崎直樹に届け、査読を依頼していた。民主党の主張も取り込み、大連立に備えようとしていたのだ。」
　この辺りになると、清水氏がだれからどのように取材されたのか分からないだけに、確かめようがない。現段階で、自分の周りにいた政策面の秘書の方たちにも聞いてみたのだが、直接与謝野大臣からの要請で査読を頼まれたことはなさそうである。引き続き、調べてみたいとは思うものの、自分の記憶や残された手帳類にも存在していない。むしろ、清水氏にここは取材内容について聞いてみたい気がする。
　　消費税よりも所得税、所得再分配機能を重視した時期がある
　ただ、与謝野大臣とは、参議院の財政金融委員会や予算委員会などの場で、この附則104条をめぐって何回か論戦を戦わしている。その前提として、小生はこの附則104条に関して質問主意書を提出し、その答弁書を持って質問をしてきた。その際民主党という立場から、消費税の引き上げよりは、所得再分配機能が残っている所得税を中心に税制の改革を進めていくべきではないか、という点に力点を置いている。この点は、社会保障財源を考えた時、税による所得再分配機能が強いほどよいのでは、と思っていたからに他ならない。（消費税は、かつて基礎年金の税方式を支持していた時、その財源に消費税を充てるべきだ、ということを考えたことがある。）むしろその後でもよいぐらいに考えていたことも間違いない。ただ、金融所得が分離課税されていたわけで、総合課税化まで求めても、納税者番号ができていない中では名寄せができないため、せいぜい分離課税で税率の引き上げを実施していくぐらいでしかない。それだけに、消費税率の引き上げこそが、当面最大の税収引き上げ効果を持っているだけに、税制抜本改革の中心になることを早く認めるべきであった点であろう。
　与謝野大臣発言「自由民主党は社民主義の政党」に驚くも
　　菅内閣の社会保障・税一体改革担当大臣に連なる発言だったか
　そうした中で、与謝野大臣とこの附則104条をめぐって論戦を交えているのだが、その中で与謝野大臣が次のような答弁を吐露されていることに注目して欲しい。
　　「○国務大臣（与謝野馨君）　私は自由民主党にずっと長い、始めからおりますけれども、自由民主党というのはどちらかというと社民主義の政党じゃないかと私は実は思っておりました。そういう意味では、強者が栄え弱者が滅びるとか、そういう感じと言うのは自民党の中にあまりないんで、やっぱりこの10年間ぐらいの自民党の政策というのは、ちょっと外国から輸入したものを無理やりに移植してきたのではないかという気がしておりました。
　　　○峰崎直樹君　何だか共鳴して一緒にやらなきゃいけないんじゃないかなと思ったりするんですが。（後略）」（参議院財政金融委員会議事録　平成21年2月10日）
　ここでは名指しはしていないものの、明らかに小泉政権の下での「上げ潮派」の頭目である中川秀直氏や竹中平蔵氏批判が盛り込まれていると見ていい。「自由民主党は社民主義」という表現に驚いた私が、おもわず「何だか共鳴して一緒にやらなきゃいけないんじゃないか」と発言している。ここでは、与謝野大臣は党派を超えて国民から負担を求め、社会保障の充実・強化を進めていくべきではないか、ということを強調されていたのだと理解できる。と同時に、このくだりを読み返すにつけ、自公政権から民主党政権へと政権交代をした後に、菅総理大臣から要請を受け、社会保障・税一体改革担当大臣として入閣されるに至る強い想いが吐露されているように思われる。
　「附則104条」こそは、消費税引き上げを導いた重要な仕掛け
後世の歴史家は、正しく評価するに違いない
　私自身は、清水真人氏が言われているように与謝野大臣から直接資料などの査読を求められたことはないものの、国会での予算委員会や財政金融委員会の質疑を通じて、与謝野大臣となら税財政面については一緒にやっていける基盤が十分にあるのだな、ということを実感させられたことは間違いない。
　その与謝野大臣と、2011年1月以降、社会保障・税一体改革を推進していく事務局のメンバーの一人になろうとは、政権交代前は夢にも思わなかったことは間違いない。でも、それは実現したのであり、本来は大連立政権の下でこのような大改革は進めていくべきものだと今でも思っている一人である。
　それにしても、この「平成21年度税制改正法案附則第104条」という構想には、正直頭が下がる。このような仕掛けが無ければ、ただでさえ財政規律に弱い日本の政治家が、国民に負担をお願いするというもっとも嫌な仕事にまい進するということはなかったはずであり、民主党の分裂と大敗北という大変な犠牲を招いたとはいえ、歴史的には大きな足跡を残す仕事を成し遂げることができた一つの要因になったことは間違いあるまい。われわれは、与謝野大臣を始めとするこの作業に加わった方たちのご努力に感謝する必要がありそうだ。
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